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第三次下関市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）について 

 

１ 下関市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）とは 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）第 21 条第 1項に基づく地方公共団体の実行計

画として、本市の市役所内部の事務事業に関し、温室効果ガスの排出量の削減への取組を進めた

事務事業編及び下関市域で取り組むべき削減目標を定める区域施策編があるが、前者の市役所の

事務事業に関する温暖化対策計画が事務事業編である。 

 本市の事務事業編は、第 1次計画が平成 20 年度から平成 24 年度の 5年間、第 2次計画が平成

25 年度から平成 29 年度の 5 年間それぞれ 10％の削減目標を掲げていた。平成 30 年度からは第

3次計画に基づき、12 年間で温室効果ガスの排出量の 40％削減を目標としている。 

 

２ 計画の対象とする範囲 

本市が行う全ての事務事業及び市が管理・運営する施設を対象とする。また前回（第二次計画）

と異なり、指定管理者制度等によって整備・管理運営されている施設についても事務事業の対象

とし、計約 700 施設を対象とする。温対法に定める事務事業編の第三次計画における対象は「地

方公共団体の事務及び事業」であり、その範囲は、地方自治法に定められた行政事務全てが対象

とされている。 

このことから、第三次計画の基準年度における対象範囲を、次のとおりとする。なお、基準年

度以降に生じた組織改編等については、その都度対象範囲に反映させることとする。 

 

   

３ 計画期間、目標設定 

国の地球温暖化対策計画の目標年度である 2030 年度を見据え、平成 30（2018）年度～平

成 42（2030）年度を計画の期間として定める。 

  ⇒ 目標年度：平成 42（2030）年度 

本市の温室効果ガス総排出量の削減目標は、次のとおりとする。 

 

※ 

 

国の地球温暖化対策計画においては、地方公共団体の公共施設を含む「業務その他の部門」に

ついては平成 42（2030）年度に平成 25（2013）年度比で温室効果ガス総排出量を約 40％削減す

ることが目標とされている。国の計画目標に遜色のない目標を設定するため、平成 42（2030）

年度に 40％の削減という目標を設定している。 

① 市長部局 ②上下水道局 ③教育委員会（市立小中高等学校含む） 

④市議会 ⑤選挙管理委員会事務局 ⑥監査委員事務局 ⑦農業委員会事務局  

⑧消防局 ⑨ボートレース企業局 

平成 42（2030）年度までに、平成 25（2013）年度比で４０％削減を目指す 
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※第三次計画については、指定管理施設分等の排出量も含むことから温室効果ガス排出量は、第二次計画実績

よりも大きい数値となる。 

 

４ 目標達成に向けた各種取組の削減ポテンシャルについて 

第三次計画においては様々な取組による温室効果ガスの削減を図り、合計 40%削減を目

標として達成に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削減目標 

40% 

を目指す 

 

 

(1)電力のＣＯ2 排出係数の低減 24.5% 
 
 
(2)公共施設マネジメント     4.3% 
(3)省エネルギー対策       2.5% 

(4)一般廃棄物の削減      9.5% 

本市の温室効果ガス排出量推移と目標 第三次計画   （単位：t-CO2） 

（基準年度） 

第三次計画
期間目標値 

 
4０％減 

（第三次計画目標年度） 

削減効果の積み上げイメージ （単位：ｔ‐CO2） 

(5)廃棄物焼却熱発電      0.6% 

 合計     41.4％ 
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５ 部局別温室効果ガス排出量の実績 

※第３次下関市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）p.36。平成 30 年度の機構改革により、

計画に掲載の数値を当該部局に修正し算出。 

総合政策部 13.4 12.6 12.2 菊川総合支所 2,772.2 1,779.5 2,335.9

総務部 1,510.4 780.9 1,924.4 豊田総合支所 1,504.3 949.6 1,662.8

財政部 10.9 10.8 9.2 豊浦総合支所 710.4 356.4 521.5

市民部 1,935.7 1,176.0 1,655.2 豊北総合支所 1,196.1 636.7 799.1

こども未来部 765.4 401.8 850.8 教育委員会 7,819.2 3,854.5 8,071.4

福祉部 1,065.0 573.7 865.1 上下水道局 29,306.1 15,959.1 26,203.4

保健部 4,425.5 2,741.0 1,323.7 議会事務局 13.9 13.8 7.7

環境部 54,535.7 39,702.8 67,450.7 選挙管理委員会 8.9 8.8 5.3

観光スポーツ文化部 9,524.6 5,888.8 8,942.9 監査委員事務局 0.6 0.5 0.7

ボートレース企業局 2,980.0 1,807.8 2,927.4 農業委員会 3.0 2.9 3.3

産業振興部 5,250.8 2,272.9 4,305.6 消防局 975.9 646.8 990.2

建設部 673.5 388.4 570.9 農林水産振興部 451.3 303.7 353.6

都市整備部 618.4 327.9 648.5 出納室 0.5 0.4

港湾局 1,086.7 583.1 658.7 公マネ 5,588.1

総合計 129,906.8 75,593.1 133,100.2

（単位：ｔ-CO2）

部局

2013年度

温室効果ガス

排出量

2030年度

目標値

2018年度

実績
部局

2013年度

温室効果ガス

排出量

2030年度

目標値

2018年度

実績

（単位：ｔ-CO2）

 

 

６ 市役所内における各種エネルギー使用量（目標値比）  

 ＜参考＞

活動量 増減状況

H25年度（基準年度） 95,074

H30年度 91,117

基準値比 95.8%

H25年度（基準年度） 17.3

H30年度 23.9

基準値比 138.15%

活動項目

廃
棄
物

処理量（トン）

減少

廃プラ率（％）

増加

省エネ対策による各種エネルギー使用量につ

いては、都市ガス使用量を除き、年目標値を達成

しています。廃棄物部門においては、廃プラ率が

増加し、温室効果ガスの増加に繋がっている。 

今後は、３Ｒ運動の促進など各部局においてもプ

ラスチックごみの発生・排出を抑制する取組みを

促進する。  

活動量
増減率・

目標達成状況

使用量が増減した
主な施設

85,390,024 ―

年目標値 90,163,346

目標値比 94.7%

2,282,864 ―

年目標値 2,232,072

目標値比 102.3%

177,560 ―

年目標値 233,856

目標値比 75.9%

701,949 ―

年目標値 704,588

目標値比 99.6%

594,410 ―

年目標値 886,469

目標値比 67.1%

336,619 ―

年目標値 363,463

目標値比 92.6%

316,110 ―

年目標値 424,949

目標値比 74.4%

増加

　①生涯学習プラザ ②市役所本庁舎
　③豊北・豊田道の駅

減少
　①長府浄水場 ②彦島終末処理場

※増加した施設は本庁舎を除き交流拠点施設

増加
①ボートレース企業局　②中部学校給食共同
調理場　③国際ターミナル　④本庁

減少
①市内小学校 ②豊田農業公園施設

活動項目

都市ガス使用量（㎥）

プロパンガス使用量（㎥）

未達成

使用量（kWh）

電
力

達成

増加
　①豊田道の駅 ②海峡ビュー下関
減少
　①市役所本庁舎 ②市内小・中学校
　③豊浦町学校給食共同調理場
※増加した施設は観光施設。

減少
　①海峡ビュー下関 ②きくがわ温泉華陽
  ③サングリーン菊川

増加
　①クリーン推進課 ②消防署勝山出張所
　③中央消防署　④中央霊園
減少
　①西消防署 ②道路河川管理課
　③給水課  ④北消防署

減少
　①一般廃棄物処理施設（吉母管理場）
　②クリーン推進課
　③菊川総合支所庁舎

ガソリン使用量（㍑）

軽油使用量（㍑）

灯油使用量（㍑）

Ａ重油使用量（㍑）

燃
料
の
使
用

達成

達成

達成

達成

達成


